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奈良県庁舎食事提供事業者公募要領 

 

１．目的 

奈良県（以下「県」という。）では、県庁本庁舎６階において職員の福利厚生のため、

民間事業者による食事提供事業を行っており、令和９年度以降も引き続き事業を実施

する予定です。 

この公募要領は、職員のニーズを踏まえた食事を提供し、職員の福利厚生の充実に

寄与できる事業者をプロポーザル方式により選定するため、必要な事項を定めるもの

です。 

 

２．事業内容 

県庁本庁舎６階における食事提供事業に関する一切の業務 

 

３．事業場所等 

（１）場所 

奈良市登大路町３０番地（県庁本庁舎６階の一角） ＊別紙１参照 

（２）厨房等の面積 

１６５㎡程度 ＊別紙２参照 

現状 

・厨房(事務室、更衣室含む)のみ(162.13㎡)  

・その他(2.37㎡)<食券機、プリペイドカード発券機、自販機等>  

※面積には、厨房、事務室、更衣室及び自動販売機等の設置場所を含む。 

※事業実施面積は協議により決定する。 

※厨房は別紙２に示しているエリアとする。 

 

４．事業に関する条件 

（１）事業実施の根拠 

公募により事業が決定した事業者（以下「事業予定者」という。）は、地方自治法

（昭和２２年４月１７日法律第６７号）第２３８条の４第２項及び奈良県公有財産

規則（昭和３９年５月２５日奈良県規則第１５号）第２０条の２に基づく行政財産

の貸付により事業できるものとします。 

また、事業予定者は、契約締結に関する基本協定書を取り交わした上で、借地借

家法（平成３年法律第９０号）第３８条の規定に基づく定期建物賃借権の設定を目

的とした賃貸借契約を締結することとします。（以下、賃貸借契約を締結したものを

「事業者」という。） 
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事業者は、この契約に基づく権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、転貸し、担

保に供し、又は営業を委託し、もしくは名義貸し等をすることはできません。 

（２）貸付期間、貸付料、光熱水費及びその他の経費 

① 貸付期間 

貸付期間は、使用を開始する日から３年間とする。定期建物賃貸借契約のため、

契約の更新は行わず、運営実績を踏まえ、県と事業者の協議により両者の合意で

最大２年間の再契約を可能とする。 

・ 事業準備期間及び撤去期間は貸付期間に含むものとする。 

・ 事業準備の開始日は県と事業予定者の協議により決定するものとする。 

② 貸付料 

・貸付料は、奈良県行政財産使用料条例（昭和３９年３月奈良県条例４２号）の

定めにより算定した１㎡当たりの金額（年額）に、厨房部分、事務室、更衣室

及び自動販売機等の設置場所の合計面積を乗じた額とする。 

また事業者は、貸付を受ける場所に飲料等の自動販売機を設置することができ

る。 

設置する場合には、設置場所、台数、設置面積等を記載した図面を添付して、

事前に県と協議するものとする。自動販売機の面積には、設置機器本体のサイ

ズの他に、放熱余地・転倒防止板等の面積を含むこととする。 

なお、この貸付料の金額は経済情勢の変化や法令の改定等により額が変動する

ことがある。 

※（参考）令和８年度の年額：１９，５００円／㎡ 

   ・貸付料は年額とし、県が指定する期日までに前納するものとするが、貸付開

始日が年度途中となる場合は、日割で算定した額を県の指定する日までに全

額納付すること。 

③ 光熱水費 

・使用した電気・上下水道等の光熱水費については、個別メーターで計測した使

用量に基づき、別途毎月請求するものとする。 

・自動販売機等にかかる電気使用料については、施設全体の電気料金の単価に基

づき、自動販売機の定格消費電力量や使用量等を用いて自動販売機に係る電気

料金を計算し、別途請求するものとする。 

④ その他の経費 

事業者において設置した設備機器等の修繕、維持管理については、事業者自らの

負担と責任において実施する。 
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（３）メニュー、価格、その他のサービス内容 

  ① メニュー 

・一日あたり２００食以上の食事を提供できるようにすること。 

・定食、麺類、丼物等の選択が可能なメニューを提供すること。 

② 価格 

・職員が利用しやすい価格帯での提供に努めること。 

・利用頻度の高い職員が、より利用しやすい価格になるようなサービスの提供に

努めること。 

③  その他のサービス内容 

    ・精算方法は事業者の提案によるものとする。ただし、利用者が集中する時間帯

においても会計が円滑に行えること、釣銭授受等に伴う混雑及びトラブルの防

止に配慮すること。 

・庁内各課室への弁当配達及び弁当販売も可能とする。 

・アルコール飲料の提供はできない。 

（４）厨房の施設・備品整備 

厨房用品、その他運営・管理に必要な物品については、事業者が負担してくださ

い。 

既存の厨房を使用してください。 

厨房設備や備品（別紙３ 貸与設備・備品一覧）を無償で貸与します。 

（５）営業日時及び施設管理 

① 営業日時 

営業日は開庁日とする。 

営業時間は、午前７時３０分から午後８時の間で、県と事業予定者が協議の上、

決定するものとする。ただし、午前１１時から午後２時の間は必ず営業すること。 

※厨房周辺にオープンスペースがあり、当オープンスペースは午前１１時から午

後２時の間は優先的に食事がとれる場所とするが、他の時間帯は県庁舎として打

合せ等に使用する。 

オープンスペースには椅子 118脚 長椅子(窓際のカウンタースペース用)61脚 

机 25脚（6人用 10脚、4人用 10脚、2人用 5脚）が設置。 

※庁舎の法定点検や停電、断水等により、営業が困難となる場合はこの限りでは

ない。 

また、庁舎の法定点検等の実施にあたり、事業者の協力を求めることがある。 

② 施設管理 

・事業者は、善良な管理者の注意をもって貸付物件を使用すること。 

・食事提供事業に伴い、関係法令上必要となる諸官庁等への申請・届出について

は、全て事業者の責任において行うこと。 
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・貸付を受けている部分について、清掃を徹底すること。また、食事提供事業で

発生するゴミ、廃棄物等の処理は事業者が適切に処理するものとする。ゴミボ

ックスの設置費や処分費は事業者の負担とする。 

・事業者は貸付を受けた部分について、閉店後の施錠などの防犯対策を確実に行

うこと。 

・事業者は、営業に当たり、防火及び安全の確保に十分配慮し、火気設備、電気

設備、厨房設備等の適切な管理を行うこと。また、県が防火・安全管理上必要

と認めて指示した事項については、これに従うこと。 

③  その他 

・食事提供事業が県庁舎内で運営されていることを十分に認識し、従業員への教

育および苦情対応等には特に配慮すること。 

 

５．応募資格 

次に掲げる全ての条件を満たしている法人に限り、応募の申し込みをすることができ

ます。 

① 県庁舎内の食事提供事業の基本的な考え方を理解し、事業に意欲のある者であること。 

② 良質な食事及び優良なサービスを提供できる能力を有すること。 

③ 令和８年１０月５日現在、１店舗客席数１００席以上の食堂を現に運営しており、か

つ、当該食堂を同日から遡って５年以上継続して運営している実績を有していること。 

④ 令和８年１０月５日現在までの過去１年間、食品衛生法に基づく営業停止等の行政処

分を受けていないこと。 

⑤ 業務にあたり、資格又は免許を必要とするものについては、当該資格又は免許を有す

るものを従事させることができる者であること。 

⑥ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

⑦ 国税および地方税を滞納していない者であること。 

⑧ 奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札停止期間中でな

い者であること。 

⑨ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第２号から第６号までの規程に該当する物のほか、

次のアからクまでのいずれかに該当する者 

   ア 暴力又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する個人 

   イ 役員等が、暴力団員であると認められる法人その他の団体又は個人 

   ※役員等とは、「法人にあっては役員(非常勤であるものを含む。)」及び支配人並び

に支店または営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責

任を有する者を、個人にあってはその者及び支配人並びに支店または営業所を
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代表する者」をいう。 

   ウ 暴力団または暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる法人その他 

の団体又は個人 

   エ 役員等が、その属する法人その他の団体、自己若しくは第三者の不正の利益を 

図り、又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用

していると認められる法人その他の団体又は個人 

   オ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宣を供与する

など直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している

と認められる法人その他の団体又は個人 

   カ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められる法人その他の団体又は個人 

   キ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用して

いると認められる法人その他の団体又は個人 

   ク 役員等が、前記⑨に該当する者の依頼を受けて入札に参加しようとする法人そ

の他の団体又は個人 

⑩ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て、会社

更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て、または破

産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている

者でないこと。 

⑪ 銀行の取引停止、または差押えを受けていない者であること。 

⑫ 役員に法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び禁固以上の刑

に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から２年を

経過しない者がいる法人でないこと。 

⑬ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすお

それのある団体に属する者でないこと。 

 

６．応募申し込み 

（１）申込受付期間 

令和８年１０月５日（月）～１０月２７日（火）※閉庁日を除く 

受付時間 午前９時～午後４時３０分まで 

（２）受付場所 

奈良県庁本庁舎１階 総務部管財課管理係 

（３）申込方法 

提出書類を受付期間内にご持参ください。 
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（４）提出書類 

以下の資料を１部提出してください。 

ア 応募申請書（様式１） 

イ 誓約書（様式２） 

ウ ５．応募資格の③を確認できる営業店舗調書（様式３） 

エ 役員等一覧表（様式４） 

オ 商業・法人登記簿謄本（全部事項証明書） 

※ 過去３ヶ月以内に発行されたもの 

カ 印鑑登録証明書 

※過去３ヶ月以内に発行されたもの 

キ 企業概要（会社の概要が分かるパンフレットなど） 

ク ５．応募資格の⑤を確認できる資格または免許等の写し 

ケ （奈良県に事業所を有する場合）県税に滞納がないことを示す証明書 

※ 過去３ヶ月以内に発行されたもの 

コ 納税証明書（法人税、消費税及び地方消費税に未納がないことを示す証明書） 

※ 過去３ヶ月以内に発行されたもの 

サ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書） 

※ 最新のもの 

※上記書類の他、必要に応じて別の書類の提出を求めることがあります。 

（５）応募者への通知 

応募資格がないと認められる者には、令和８年１１月５日（木）までに文書にて

通知を行います。 

（６）注意事項 

応募資格の確認のため、提出された書類の情報を関係機関に照会することがあり 

ます。 

応募資格を有していないことが判明した者は失格とします。 

応募申請書を提出した後に辞退する場合は「申請辞退届」（様式８）を提出してく 

ださい。 

応募申請書の作成に要する費用は、応募者の負担とします。 

 

７．質問書の提出 

本件に関する質問は全て質問書によることとします。質問がある場合、以下のとおり

質問書を提出してください。電話や口頭による質問は受け付けません。 

（１）提出期間 

令和８年１０月５日（月）～１０月３０日（金）※閉庁日を除く 
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受付時間 午前９時～午後４時３０分まで 

（２）提出場所 

奈良県庁本庁舎１階 総務部管財課管理係 

FAX：０７４２－２７－８４０６ 

E-mail：kanzai@office.pref.nara.lg.jp 

（３）提出方法 

質問書（様式６）を FAXまたは E-mailにより提出してください。 

提出前に電話により、提出する旨の連絡を入れてください。 

TEL：０７４２－２７－８４０６ 

（４）回答方法 

令和８年１１月６日（金）午後４時３０分までに、随時、質問の回答を奈良県管

財課ホームページで公表します。 

 

８．現地説明会の開催 

応募予定者が希望する場合は下記の日程で現地説明会を開催します。 

説明会への参加人数は応募予定者１社につき２名を限度とします。 

説明会の内容は、現地の案内と設備概要の説明です。疑義については、すべて７．の

質問書を提出してください。 

（１）開催日時 

令和８年１１月１０日（火） 午後３時～（３０分程度） 

※開催時間の５分前までに、県庁本庁舎１階の管財課までお越しください。 

（２）申込方法 

事前に参加申込書の提出が必要となります。現地説明会参加申込書（様式５）に

より、令和８年１０月２７日（火）までに、下記まで持参、または FAX、E-mail に

より申し込んでください。 

奈良県庁本庁舎１階 総務部管財課管理係 

FAX：０７４２－２７－８４０６ 

E-mail：kanzai@office.pref.nara.lg.jp 

 

９．企画提案書の提出 

応募資格のある者は、以下の企画提案書を提出してください。 

（１）提出日 

令和８年１１月１６日（月）午前９時～午後４時３０分まで 

（２）提出場所 

奈良県庁本庁舎１階 総務部管財課管理係 

（３）提出方法 
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提出書類を、提出日に提出場所までご持参ください。 

（４）提出書類 

提出する書類は全て４部とします。 

ア 企画提案書（様式７） 

・ 企画提案書には下記の添付資料①～⑧を添付すること。 

・ 提案項目、記載内容については、別紙４を参考にすること。 

・ 提出された企画提案は、別紙５により評価する。 

（文字はフォント１０．５以上で記入すること。） 

① 食事提供事業全体のコンセプト〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

② 厨房等のレイアウト案〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

③ 食事提供事業の運営計画〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

④ 防犯・防災面の取組み〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

⑤ 環境・衛生面の取組み〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

⑥ 「奈良県産食材」の活用に向けた取組み〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

⑦ 提供メニュー、サービス構成〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

   ※提供を予定している料理の写真を貼付し、各料理の価格を表示する

こと。 

※使用食材や味付け等、提供する料理についてのこだわりやアピール 

したい点を、できるだけ詳しく記載すること。 

⑧ その他 アピール事項〈様式自由、Ａ４・１枚まで〉 

イ 提案する企画の実施に必要な免許等の写し 

・ 企画提案書と別綴じすること。 

（５）作成要領 

・本要領に記載の条件を全て充たす企画提案書とすること。 

・提案項目や配点等は、別紙５を参照すること。 

・企画提案書（様式７）を表紙とし、Ａ４版の用紙を長辺左綴じで、番号順に綴

じること。 

（６）留意事項 

・企画提案書の提出は、１社１提案に限るものとする。 

・提出された企画提案書は返却できない。 

・提出された企画提案書は本公募における運営事業者選定の目的以外に使用しな

いものとし、非公開とする。 

・企画提案書等の作成及び提出に要した経費は全て企画提案者の負担とする。 

 

１０．事業予定者の決定等について 

（１）評価主体 
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評価は「奈良県庁舎食事提供事業者選定審査会」（以下｢委員会｣という。）を設置

し、最優秀企画提案者を選定し、事業予定者とします。 

（２） 選定方法 

①  委員会の委員が企画提案内容を評価基準に基づき審査、評価し、評価項目ごと

に点数化を行い、各委員の評価結果の合計得点を総計した点数を提案者の得点と

し、得点が最も高い者を最優秀企画提案者として選定し、事業予定者とする。第

２位の者を次点事業予定者とする。 

②   得点が最も高い者が２者以上であった場合は、委員会の合議により、最優秀企

画提案者を選定し、事業予定者とする。この場合、選定基準のうち配点の高い評

価項目の得点を考慮する。 

③  ただし、各委員の評価結果の合計得点を総計した点数が６割以上で、委員会に

おいて最優秀企画提案者として適当であると承認されなければ選定されない。 

④  企画提案書を提出した事業者が２者に達しない場合は、各委員の評価結果の合 

計得点を総計した点数が６割以上で、かつ委員会の合議により認められた者に 

ついて、当該提案者を最優秀企画提案者として選定し、事業予定者とする。 

（３）プレゼンテーション 

審査にあたって必要がある場合は、プレゼンテーション、ヒアリング、別途資料 

提出などにより、提案内容の説明を求める場合があります。なお、詳細については、 

企画提案者に通知します。 

（４）選定結果の通知 

選定結果は令和８年１２月初旬頃に、企画提案者全員に文書で通知します。 

（５）留意事項 

次のいずれかに該当するときは、事業予定者としての決定を取消します。 

① 提出書類に虚偽の記載をしたことが確認されたとき。 

② 事業予定者の資金事情の変化等により、食事提供事業の運営が困難であると県

が判断したとき。 

③ 著しく社会的信用を損なう行為等により、事業予定者としてふさわしくない 

と県が判断したとき。 

（６）その他 

・企画提案書を提出した後に辞退する場合は「申請辞退届」（様式８）を提出する

こと。 

・企画提案書の作成に要する費用は、企画提案者の負担とする。 

 

１１．契約手続き 

（１）選定後の手続き 

・事業予定者と別途本事業実施に関する基本協定の締結に向けて協議を行う。 
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・事業予定者との間で協議が整わなかった場合には、次点事業予定者と同様の協

議を行う。 

（２）契約手続き 

事業予定者との間で、契約締結に関する基本協定書を取り交わした上で、借地借

家法（平成３年法律第９０号）第３８条の規定に基づく定期建物賃借権の設定を目

的とした賃貸借契約を締結します。 

（３）契約締結時期 

令和９年４月（予定） 

 

１２．暴力団排除条例に伴う留意事項 

本プロポーザルにより事業予定者として選定された事業者が、次のいずれかに該当

すると認められるときは、事業予定者としての決定を取消します。また、事業予定者

としての決定を取消された場合は損害賠償責務が生じることがあります。 

 

① 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代

表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあっ

てはその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が

暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）であるとき。 

② 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員 

が経営に実質的に関与しているとき。 

③ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与しているとき。 

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

⑥ 本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」

という。）に当たって、その相手方が上記①から⑤のいずれかに該当することを知

りながら、当該者と契約を締結したとき。 

⑦ 本契約に係る下請契約等に当たって、上記①から⑤のいずれかに該当する者をそ

の相手方としていた場合（上記⑥に該当する場合を除く。）において、奈良県が奈

良県との契約の相手方に対して下請契約等の解除を求め、契約の相手方がこれに

従わなかったとき。 

⑧ 本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかかわ

らず、遅滞なくその旨を甲に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。 
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１３．その他 

（１）原状回復 

貸付契約が取り消されたとき又は貸付期間が満了したときは、事業者は、自己の

負担で、県の指定する期日までに、貸付物件を原状に回復して返還しなければなり

ません。ただし、県が承認したときは、この限りではありません。また、事業者が

原状回復の義務を履行しないときは、県は事業者の負担において、これを代行する

ことができます。 

（２）損害賠償 

事業者は、次の各項に該当するとき、損害額に相当する金額を県又は第三者に損

害賠償として支払わなければなりません。 

① 事業予定者の都合により、基本協定を解除したとき。 

② 事業者が自己の責めに帰する理由により、貸付部分の全部又は一部を滅失、又 

は損傷したとき。ただし、原状に回復した場合はこの限りではない。 

③ 事業者が県の定める条件を履行しないため損害を与えたとき。 

④ 事業者が貸付部分の使用にあたり損害を与えたとき。 

⑤ 事業者の信用が著しく失墜されたとき。 

⑥ 事業者の都合により、賃貸借契約を解除したとき。 

（３）貸付の取り消し 

次の各項に該当するときは、貸付の取り消し又は是正の指示を行うことがありま

す。 

① 事業者が食事提供事業の条件に違反していることが判明したとき。 

② 事業者が応募資格を失ったとき。 

③ 提案内容と事業内容に齟齬が生じたとき。ただし、県との協議により事前に了承

を得た場合は除くものとする。 

④ 事業者が運営することが不適当と認められる明らかな事項があるとき。 

⑤ 県において公用又は公共用に供するため、貸付物件を必要とするとき。 

（４）定期報告 

事業者は、各月ごとに、食数、売上高等を記入した事業報告書を、翌月末日まで

に県に提出してください。 

また県は、貸付物件の適正な使用や健全な運営に必要な範囲において、事業者に、

営業の状況や設備の使用にかかる報告を求め、又は必要な現地調査等を行うものと

し、事業者はこれを拒むことができません。 

（５）その他 

・奈良県庁舎管理規則（昭和４４年奈良県規則第２０号）を遵守し、当該規則に

許可を要する行為として規定されている行為を行おうとする場合には、事前に
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県と協議すること。 

・ 別紙６「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

・大規模な災害の発生時は、可能な範囲において協力すること。 

・県庁舎建物内は禁煙のため、喫煙しないこと。 


